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阪南市介護保険高額介護サービス受領委任払制度に関する 

要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法

」という。）第５１条第１項に規定する高額介護サービス費（以下「

高額介護サービス費」という。）の受領委任払いによる支給（以下「

受領委任払い」という。）について必要な事項を定める。 

 （対象者） 

第２条 受領委任払いを利用することができる者は、法第４８条第１項

に規定する指定施設サービス等（以下「指定施設サービス等」という。

）を利用し、高額介護サービス費の支給が見込まれる法第４１条に規

定する要介護被保険者（以下「要介護被保険者」という。）であって、

次に掲げる要件に該当するものとする。 

 (1) 保険料に滞納がなく、給付制限を受けていないこと。 

 (2) 受領委任払いを利用することについて、指定施設サービス等を

提供する介護保険施設（以下「介護保険施設」という。）の同意を

得ていること。 

 （承認の申請） 

第３条 受領委任払いの承認を受けようとする要介護被保険者は、あら

かじめ受領委任払いを利用することについて介護保険施設の同意を得

た上、阪南市介護保険条例施行規則（平成１２年阪南市規則第１３号

）第１６条第２項に規定する介護保険高額介護等サービス費受領委任

払申請書（以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならな

い。 

 （承認の決定等） 

第４条 市長は、申請書の提出があったときは、承認又は不承認を決定

する。 
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２ 前項の承認の決定をしたときは、介護保険高額介護等サービス費受

領委任払承認通知書（被保険者用）（被保険者用）（様式第１号）に

より要介護被保険者に通知するとともに、介護保険高額介護等サービ

ス費受領委任払承認通知書（サービス事業者用）（様式第２号）によ

り介護保険施設に通知する。 

３ 第１項の不承認の決定をしたときは、介護保険高額介護等サービス

費受領委任払不承認通知書（様式第３号）により要介護被保険者及び

介護保険施設に通知する。 

 （申請の変更） 

第５条 要介護被保険者は、承認された受領委任払いの内容に変更が生

じたときは、申請書を市長に提出しなければならない。 

 （承認の取消し） 

第６条 市長は、要介護被保険者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、受領委任払いの承認を取り消すことができる。 

 (1) 保険料を滞納したとき。 

 (2) 受領委任払いを利用することについて、介護保険施設に同意を

取り消されたとき。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

２ 前項の規定により受領委任払いの承認を取り消したときは、介護保

険高額介護等サービス費受領委任払取消通知書（様式第４号）により

要介護被保険者及び介護保険施設に通知する。 

 （承認の期間） 

第７条 受領委任払いを承認する期間は、介護保険施設へ入所した日の

属する月の翌月（入所の日が月の初日のときは当該月）から介護保険

施設を退所した日の属する月の前月（退所の日が月の末日のときは当

該月）までの期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、前項の期間

を変更することができる。 
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 （支給額等） 

第８条 受領委任払いによって支給する額は、要介護被保険者が受ける

高額介護サービス費の支給額とする。 

２ 高額介護サービス費の支給は、申請書において介護保険施設が指定

した金融機関の口座に振り込むことで行う。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 


